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福島県農林⽔産業再⽣総合事業 【令和３年度予算額 4,700（4,660）百万円】
＜対策のポイント＞
福島県の農林⽔産業の再⽣に向けて、ＧＡＰ認証の取得、海外を含む農林⽔産物の販路拡⼤と需要の喚起、⾼付加価値化によるブランド⼒の向上等、

⽣産から流通・販売に⾄るまで、⾵評の払拭を総合的に⽀援します。
＜政策⽬標＞
福島県産農林⽔産物等の価格を震災前と同⽔準に回復

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．安全・安⼼を確保した売れる農林⽔産物づくり
① 安全で特徴的な農林⽔産物の⽣産に向けた取組
ア 第三者認証GAP等取得促進事業（交付率︓定額）

⽣産者の第三者認証GAP等の取得を⽀援します。
イ 環境にやさしい農業拡⼤事業（交付率︓定額、3/4以内、1/2以内）

有機農産物等の環境にやさしい農産物の⽣産拡⼤を⽀援します。
② 農林⽔産物の検査の推進
ア ふくしまの農林⽔産物等緊急時モニタリング事業（交付率︓定額）

国のガイドライン等に基づく農林⽔産物等の放射性物質の検査を⽀援します。
イ ふくしまの恵み安全・安⼼推進事業（交付率︓定額）

産地における放射性物質の⾃主検査と結果の公表を⽀援します。
③ 福島県産品のブランド⼒の向上に向けた競争⼒強化
（交付率︓定額、5/6以内、2/3以内、1/2以内）
「ふくしま」ならではの農産物等の⽣産技術の確⽴、⽣産拡⼤を⽀援するとともに、
県産品の⻑期安定出荷や⾼品質化に向けた取組を⽀援します。

２．流通実態調査の実施、販路拡⼤に向けた取組
① 福島県産農産物等流通実態調査事業（委託）

農林⽔産物等の販売不振の実態と要因を調査します。
② 販路拡⼤タイアップ事業（交付率︓定額）

⽣産者の販路開拓等に必要な専⾨家による指導・助⾔を⽀援します。
③ ⽔産物競争⼒強化⽀援事業（交付率︓定額、5/6以内）

⽔産エコラベルの取得、⽔産物のブランド化に向けた取組等を⽀援します。

３．農産物等戦略的販売促進事業（交付率︓定額）
量販店、オンラインストア、アンテナショップ等での販売促進の取組を⽀援します。

市町村、農業者、
農業者団体、⺠間団体等福島県

交付

⺠間団体等委託

定額等
＜事業の流れ＞
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第三者認証GAP等取得促進事業（1①ア）
・農業者等の第三者認証GAP取得
・産地のGAP指導体制の構築
・GAPの⾒える化による消費者の理解促進

環境にやさしい農業拡⼤事業（1①イ）
・有機JAS認証の取得経費
・有機農産物等の⽣産・出荷に必要な
施設・機械の導⼊ 等

農林⽔産物の検査の推進（1②）
・国のガイドライン等に基づく放射性物質の検査
・産地における⾃主検査と検査結果に基づく安全性のPR

福島県産農産物等流通実態調査事業（2①）
国による福島県産農林⽔産物等の
販売不振の実態と要因の調査

販路拡⼤タイアップ事業（2②）
⽣産者の販路開拓等に必要な
専⾨家による指導・助⾔
農産物等戦略的販売促進事業（3）
・量販店での販売コーナーの設置、
販売フェアの開催

・オンラインストアにおける
特設ページの運営

・アンテナショップを活⽤した
⾸都圏での販売促進

・商談会の開催 等

⽔産物競争⼒強化⽀援事業（2③）
・⽔産エコラベル認証の取得経費
・ブランド化商品の開発に必要な
機器等の導⼊及びブランド化商品の
価格向上・流通拡⼤実証実験

・量販店等への販路開拓
・県産⽔産物等のPR活動 等

［お問い合わせ先］ ⼤⾂官房地⽅課災害総合対策室（03-3502-6442)

県産品のブランド⼒の向上に向けた競争⼒強化（1③）
・ 「ふくしま」ならではの農産物等の⽣産・加⼯技術の確⽴や⽣産体制の構築
・ 県産品の⻑期安定出荷や⾼品質化に向けた⽣産体制の構築
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１.農林⽔産業再⽣に向けた⾵評払拭の総合的⽀援



東⽇本⼤震災からの⽔産業の本格的な復興に向け、⽣産・加⼯・流通・消費それぞれの段階ごとに、徹底した対策を講ずる。

②地域における収益性向上⽀援
○福島県の漁業者グループが⾏う機器設備導⼊への⽀援

【R3当初0.4億円】
・漁業⽤機器設備（LED集⿂灯・漁船⽤エンジン（船外機・船内機））の導
⼊費⽤を⽀援。
○「がんばる漁業復興⽀援事業」（※）の事業期間の延⻑等

【令和元年度基⾦残⾼ 593億円】
・事業の実施期間を令和11年度まで延⻑。
（※）「がんばる漁業復興⽀援事業」 の内容
・ 段階的に操業を拡⼤し、漁獲量を震災前の５割以上に回復させる取組に
係る経費を⽀援。

○⽔産資源造成・回復の取組への⽀援 【R3当初5.3億円】
・福島県及び近隣県における種苗⽣産・放流による資源造成の取組を妨げる
ことのないよう、また、漁獲物を安定的に⽣産・供給するため、放流種苗確保
の取組を⽀援。

①客観性・透明性の⾼いモニタリングの実施と
情報発信

○⾵評被害を受け得る様々な事業者の理解を深める取組の徹底
【R3当初3.2億円】

・福島第⼀原発事故により⽣じた放射性物質の⽔産物への影響を調査し、検査結果
の正確な情報をとりまとめて提供。

⽔産業の復興に向けた対策の全体像（令和３年度予算）

③⽔産関係共同利⽤施設等の整備⽀援

〇⽔産業の共同利⽤施設等の整備への⽀援 【R3当初721億円の内数】
・本格的な⽔産業の復興に向け、被災した市町村等が所有する⽔産業共同利⽤施設
等の整備に対して⽀援。
（※）福島再⽣加速化交付⾦（⽔産業共同利⽤施設復興促進整備事業）

④⽔産物の販売加速化⽀援
○消費地における商談会開催の⽀援 【R3当初1.8億円】
・商談⼒の向上や販路開拓に役⽴つセミナーや、主要消費地での商談会（Web/リア
ル）の開催、出展等を⽀援。

○⽔産加⼯機器の整備等⽀援 【R3当初7.4億円】
・福島県及び近隣県の⽔産加⼯業者等が販路回復・新規開拓等の取組に必要な加
⼯機器整備費、マーケティング経費等の⼀部を⽀援。

○⽔産加⼯品の原料確保⽀援 【R3当初0.3億円】
・福島県において、流通・加⼯業を営む漁協や加⼯協等が、他の産地から原料を調達
する場合に、その輸送費等の⼀部を⽀援。

○⼤⼿回転寿司チェーン・外⾷店等におけるフェア開催の⽀援 【R3当初0.7億円】
・消費者向けに福島県及び近隣県産⽔産加⼯品の魅⼒と安全性を発信するために、
⼤⼿回転寿司チェーンや外⾷店等において、⽔産加⼯品の消費を提供する取組を⽀援。

○特設サイトを活⽤した情報発信・利⽤促進 【R3当初0.9億円】
・福島県及び近隣県産の⽔産加⼯品情報を集約した特設サイト「umiuma」にて、安
全性のPRと販売⽀援を⾏い、⽔産加⼯品の消費促進する取組を⽀援。 ２

２.⽔産業の復興に向けた対策



３.関係国・地域への情報発信
 ALPS処理⽔の海洋放出の⽅針決定について、科学的な根拠に基づかない輸⼊規制等により、輸出に
影響が出ることがないよう、関係省庁と連携し、輸出先国・地域に対し丁寧に説明。

 関係国・地域に対しては、科学的な安全性が確保されている限り、⾷品の輸⼊規制を継続する理由
にはなり得ない旨説明。

注1）2021年４⽉現在。規制措置の内容に応じて分類。規制措置の対象となる都道府県や品⽬
は国・地域によって異なる。

注2）EU27か国と英国は事故後、⼀体として輸⼊規制を設けたことから、⼀地域としてカウントしている。
注3）タイ及びUAE政府は、検疫等の理由により輸出不可能な野⽣⿃獣⾁を除き撤廃。

諸外国・地域の⾷品等の輸⼊規制の緩和・撤廃

在外公館等による情報発信

規制撤廃のための協議 ⾷品安全の取組について
の映像資料を公開

3


